
事業概要一覧表

No.

No.

年間経費(c)＝(a)+(b) 28,527 19,287 20,741

主

な

内

訳

消防団員報酬等 10,785 7,399 7,163

物品等購入・維持費 7,818 2,459 3,418

519 0 490

「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

負担金

消防団・災害活動支援隊の施設及び人員を活用して、市民の生命、

身体、財産を火災から保護するとともに災害を防除し、被害を軽減す

る。

事業費(a) 20,427 11,087 12,541

　公設消防隊だけでは対応できない災害対応を行うため、消防団

や災害活動支援隊を創設し事業の実施を行っている。

　火災啓発広報やコロナ拡大防止広報活動においては、最少人

数にて、最大効果を発揮できるように機材を活用し、また事務にお

いては、ペーパーレスや貸与品の価格調整などを実施し、消防力は

維持したままコスト削減を図っている。

うち一般財源 15,739 7,995 10,838

その他

人件費(b) 8,100 8,200 8,200

798 796 794

使用料及び賃借料

507 433 676

分類 C 内部管理事業

2

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

(1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 ターゲット 11.5,11.b

取組の方向性 ⑤地域防災力の向上 主な取組

年間経費(c)＝(a)+(b) 349,259 1,911,730 1,948,490

事業番号 090-003 事務事業名 消防団一般管理 所管課 総務部総務課

平常時の機能として、消防職員及び消防団員が複雑多様化する災害

等に対応するための教育や訓練等を実施するとともに、自主防災組織

や地域の防災リーダー、企業の従業員、小中学生など市民の方々が訓

練の実施や防災知識を学ぶための機能を有する。また、災害用の備蓄

倉庫などを整備する。

　大規模地震等の非常時の機能として、全国からの緊急消防援助隊

等の集結場所としての機能や、消防局庁舎などが被災した場合におけ

る代替機能、支援物資の配送拠点機能などを有する総合的な防災拠

点の整備を図る。

事業費(a) 345,159 1,907,630 1,923,890

　大規模災害発生時における市民への防災啓発について、堺市

総合防災センターで担っていく必要がある。

　令和４年の供用開始に向け、当初予定とおりに整備工事につい

ては進捗しており、併せて当施設の運営手法や啓発方法等、費

用対効果の高い効率的な運用を実施していけるよう関係機関との

連携を図る。

うち一般財源 7,709 63,230 135,790

人件費(b) 4,100 4,100 24,600

0 102,036

主

な

内

訳

需用費 562 17 12,829

委託料 35,393 79,657 186,015

工事請負費

その他 0 5,593 998

309,204 1,822,363 1,622,012

備品購入費 0

D 建設・整備事業

1

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 ターゲット 11.5,11.b

取組の方向性 ⑤地域防災力の向上 主な取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

所管局 消防局

事業番号 090-001 事務事業名 堺市総合防災センター整備事業 所管課 総務部総務課 分類
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事業概要一覧表

所管局 消防局

No.

No.

年間経費(c)＝(a)+(b) 13,428 34,912 52,897

0 0 80

主

な

内

訳

報酬 30 51 0

委託料 455 13,759 32,824

公共施設や都市インフラの計画的な更新・補修の推進

使用料及び賃借料

管内情勢に応じた総合的・効果的な消防施設及び中期的計画を策

定し、それに基づき適正な消防署所の配置、新設、建替え、改修等を

行う。

事業費(a) 1,128 22,612 40,597

　耐用年数約５０年を経過した署所を対象に消防庁舎建設・改

修基本計画に基づき、災害等における防災拠点として有効に機能

する消防施設等の構築を進めている。

　旧下水道サービスセンターを堺消防署として、改修使用すること

で、市有施設の有効活用を図ったもの。

うち一般財源 1,128 13,812 19,797

役務費 0 0 126

人件費(b) 12,300 12,300 12,300

643 8,802 7,567

需用費

分類 D 建設・整備事業

4

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

(2) 都市インフラや公共施設の最適化・老朽化対策と交通ネットワークの構築 ターゲット 11.7

取組の方向性 ①計画的な長寿命化の推進 主な取組

年間経費(c)＝(a)+(b) 77,043 122,288 125,072

事業番号 090-005 事務事業名 消防署所等施設整備事業 所管課 総務部総務課

5,059 4,998 0

主

な

内

訳

施設等修繕料 12,182 14,972 15,472

改修等工事 44,147 85,511 85,600

公共施設や都市インフラの計画的な更新・補修の推進

設計工事監理委託

〇消防庁舎建設・改修基本計画に基づく庁舎改修等

〇建築都市局建築部建築監理課の施設点検調査結果において要修

理と判断されたものについての改修等

事業費(a) 64,743 109,988 112,772

　消防施設として必要不可欠なものであり、効率的な維持管理が

実施できるよう中長期的な庁舎の改修計画を定め、修繕の重複

等が発生しないよう事業を行っている。

うち一般財源 33,143 33,288 40,672

その他 60 63 500

人件費(b) 12,300 12,300 12,300

3,295 4,444 11,200

機械・機器等借上料

分類 D 建設・整備事業
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基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

(2) 都市インフラや公共施設の最適化・老朽化対策と交通ネットワークの構築 ターゲット 11.7

取組の方向性 ①計画的な長寿命化の推進 主な取組

事業番号 090-004 事務事業名 消防庁舎等改修事業 所管課 総務部総務課
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事業概要一覧表

所管局 消防局

No.

No.

人件費(b) 2,430 2,460 820

年間経費(c)＝(a)+(b) 3,923 4,447 820

580 1,050 0

委託料 608 608 0

役務費

76 147 0

うち一般財源 1,493 1,978 0

需用費 229 182 0

年間経費(c)＝(a)+(b) 289,244 332,903 366,413

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 ターゲット 11.5,11.b

事業番号 090-009 事務事業名 消防局職員採用事務 所管課 総務部人事課 分類 C 内部管理事業

54,539 56,354 63,348

主

な

内

訳

電気使用料 66,541 62,610 62,361

水道使用料 26,309 28,089 28,490

「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

施設・物品等修繕料

〇消防庁舎について、保守点検等委託業務を実施

〇消防車両等（消防艇含む）及び消防資機材について、車検・点検

など、適宜修理を実施

事業費(a) 276,944 320,603 354,113

　例年実施している業務委託や各種資器材点検について、仕様

の見直し等を行いながら事業を実施している。

うち一般財源 270,564 302,473 280,392

その他 55,927 50,737 63,772

人件費(b) 12,300 12,300 12,300

73,628 122,813 136,142

維持管理委託料

分類 D 建設・整備事業
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基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

(1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 ターゲット 11.5,11.b

取組の方向性 ①危機対応力の強化 主な取組

事業番号 090-006 事務事業名 消防庁舎維持管理事業 所管課 総務部総務課

6

基本計画

2025

の施策

との関連

SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連取組の方向性 ①危機対応力の強化 主な取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見

・消防職員採用事務

（事務の一元化のためR３年度から人事委員会事務局へ所管課を変

更したもの）

事業費(a)

　少子高齢化が進む中、本市の求める人材を適正公正に必要数

確保する必要があり、試験問題の作成を専門の事業者にアウト

プットすることで全国的にも適正な水準の試験とするとともに、大

学・高校・専門学校等の学生を対象とした採用説明会等を積極

的に行うことで双方のニーズにマッチした受験者を確保できており、

市民の安全安心を守る組織体制（人員体制）の確保につなげる

ことができている。

主

な

内

訳

R1決算 R2決算 R3予算

1,493 1,987 0

使用料及び賃借料
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事業概要一覧表

所管局 消防局

No.

No.

人件費(b) 2,430 2,430 2,430

診断書取得費 6 4 14

包布等クリーニング手数料 156 117 235

うち一般財源 8,889 9,142 11,310

健康診断料 7,756 8,025 9,834

ワクチン予防接種手数料

R1決算 R2決算 R3予算

8,901 9,160 11,325

983 1,014 1,242

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

事業番号 090-010 事務事業名 消防局安全衛生健康管理事業 所管課 総務部人事課 分類 C 内部管理事業

7

基本計画

2025

の施策

との関連

SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連取組の方向性 ①危機対応力の強化 主な取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見

・労働安全衛生法に基づく安全衛生管理体制の整備充実

・健康診断等の健康管理及び感染予防対策にかかる経費の支出

事業費(a)

　職員における安全衛生管理体制の重点項目として、職員の健

康管理と衛生管理に取り組んだ結果、医療機関への早期受診率

向上・喫煙率の低下・各種感染症の職場内感染なしなど安全安

心の職場づくりにつなぐ結果となっている。

主

な

内

訳

年間経費(c)＝(a)+(b) 11,331 11,590 13,755

施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 ターゲット 11.5,11.b

事業番号 090-011 事務事業名 消防局職員研修事業 所管課 総務部人事課 分類 C 内部管理事業

8

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策 (1) 自助・共助・公助のバランスのとれた防災・減災力の向上 ターゲット 11.5,11.b

取組の方向性 ①危機対応力の強化 主な取組 「自助」「共助」「公助」の役割分担に基づく災害対策の推進

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

・消防庁に置かれる教育訓練機関等への職員研修派遣

・職員の資格取得にかかる経費の支出

・外部講師による委託研修にかかる経費の支出

事業費(a) 19,242 16,061 23,953

　各部門の業務が高度化し、より専門的な知識・技術の習得が求

められていることから、役職や経験年数に応じ、各種教育機関等へ

の派遣を計画的に実施している。

また、派遣後においては、身に付けた知識や技術を他の職員へ

フィードバックする機会を設けるなど、指導者育成においても強化し

効率的な人材育成を行っている。

　なお、費用削減を目的として、職員研修を自主参加型に変更

し、受講に伴う時間外手当削減に取組むとともに、オンライン研修

を推進することで、移動に伴う旅費や燃料費の削減にも努めてい

る。

うち一般財源 19,242 16,060 23,953

主

な

内

訳

研修参加負担金 9,054 6,864 13,292

研修旅費 4,700 2,580 5,360

研修委託料 4,635 5,966 4,700

研修役務費 388 389 305

使用料及び賃借料 465 262 296

人件費(b) 2,430 2,430 2,430

年間経費(c)＝(a)+(b) 21,672 18,491 26,383
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事業概要一覧表

所管局 消防局

No. 事業番号 090-014 事務事業名 消防水利整備事業 所管課 警防部警防課 分類 D 建設・整備事業

9

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを

施策 (2) 都市インフラや公共施設の最適化・老朽化対策と交通ネットワークの構築 ターゲット 11.7

取組の方向性 ①計画的な長寿命化の推進 主な取組 公共施設や都市インフラの計画的な更新・補修の推進

事業内容
投入量 (単位：千円）

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

　消火栓以外の消防水利が存在しない空白地を対象として、耐震性

防火水槽を新規設置している。

　また、既存の公設防火水槽のうち、耐用年数５０年を経過した経年

防火水槽を対象に、耐震補強工事や劣化状況を把握するための調査

設計業務を実施している。

事業費(a) 24,746 44,176 33,233

　令和３年度から喫緊の課題である経年防火水槽の老朽化対

策に注力し実施することで効果的な事業実施を行う。

　既存の構造体を利用し、耐震化や保水性向上のための改修工

事を実施するなどの老朽化対策を講じ、大規模災害発生時に備

えている。

うち一般財源 7,846 7,176 8,933

主

な

内

訳

防火水槽新規設置 3,674 21,104 0

経年防火水槽老朽化対策 19,856 22,309 32,200

施設等修繕等 1,216 763 1,033

年間経費(c)＝(a)+(b) 32,946 52,376 57,833

人件費(b) 8,200 8,200 24,600
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